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地震・津波から命を守るために

津波警報
の改善

緊急地震速報
認知拡大

釜石の事例

防災教育や住民への普及・啓発
に対する意識の高まり
中央防災会議、中教審等でも指摘

情報の利活用だけでなく、住民自らが状況を判
断し適確に行動できるようにすることが必要

これまで以上に着実かつ幅広い、継続的な
普及・啓発が求められている

関係機関との連携による
普及・啓発の推進

■ポイント■
【地震】
地震の特徴
身を守るための備えと行動
緊急地震速報等の特性や意味

【津波】
津波の特徴
地域のリスクとるべき行動
津波警報の意味と改善

■巨大な津波を予測して津波警報を発表・伝達
できていたならば・・。

■地震や津波に対する知識や行動について
多くの人に知ってもらえていたならば・・。

■早い段階から津波に対する危機感を的確に
伝えられていたならば・・。

東日本大震災

■自然現象を知る
■災害や地域を知る
■災害時の行動を知る
■事前に備える
■情報を活用する
■家族や近所と話し合い、助け合う2



津波防災の日プレイベント

緊急地震速報シンポジウム
運用開始から７年の軌跡

気象庁、緊急地震速報利用者協議会
平成26年10月15日

阪神・淡路大震災から20年イベント

首都直下地震シンポジウム
気象庁、日本赤十字社
平成27年1月17日

気象庁ホームページ

「阪神・淡路大震災から20年」
特設サイト

平成26年12月～平成27年1月

阪神・淡路大震災20年シンポジウム

南海トラフ巨大地震に備える
命を守るヒントを学ぶ

大阪管区気象台、近畿地方整備局
平成27年１月17日

平成26年度における

地震・津波に関する普及・啓発の主な取り組み

市町村等と地方気象台とのＨＰリンク

防災ホームページ
「津波防災ＤＶＤ」等リンク

20都道府県327市町村（H26.10現在）

政府インターネットテレビ

緊急地震速報が流れたら
あなたならどうしますか？

地震・津波に関する防災知識・行動
普及・啓発

出前講座・防災講演会

全国気象官署（地方気象台等）

緊急地震速報全国訓練
年２回実施

平成26年度 津波防災の日 平成26年11月5日
内閣府、気象庁等

平成26年度実施

全国継続実施

気象庁本庁

大阪管区気象台
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関係機関と連携した
取り組み
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：全体

：地震・津波関係

・教育委員会、大学、校長会、学校
緊急地震速報に関する授業の指導展開例の作成、避難訓練用DVD作成、

学校防災アドバイザーとして助言、教師の支援、メルマガ配信

・地元自治体、地方整備局、警察本部
防災訓練の助言、リーフレット・パネル作成協力

・地元新聞社・放送局、コミュニティ放送、CATV
新聞コラム、番組出演、番組制作協力、ブース展示

・日本赤十字社、防災士会、医師会、消防団体等
講師派遣、防災フェア実施、防災キャンプ実施

出前講座・防災講演会の取り組み状況
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出前講座 防災講演会
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関係機関と連携した取り組み

全体参加人数



学校防災のための普及・啓発の取り組み

地元気象台のサポート例

■先生と連携した学習教材、授業プラン作成
■防災授業への講師派遣
■緊急地震速報等を利用した避難訓練
■訓練実施手引書の共同作成等

【実践的防災教育総合支援事業等支援】

東日本大震災を踏まえて、教職員や児童生徒等の防災に対する向上
等を図り、安全確保するため、震災の教訓を踏まえた防災に関する
指導方法等の開発・普及等のための支援事業を実施するとともに、
地域の防災関係機関との連携体制を構築・強化する。
・指導方法等の開発・普及（緊急地震速報受信システム設置）
・学校防災アドバイザーの活用
・ボランティア活動の推進・支援 5



出前講座・施設見学

東日本大震災 津波による障害者の死亡率は健常者の約２倍
災害時要援護者に対する地震・津波防災に関する普及・啓発

全日本ろうあ連盟等と連携し全国各地で出前講座等の取組みを推進

連携

聴覚障害者に対する普及・啓発の取り組み

全日本ろうあ連盟
聴覚障害者災害救援

中央本部
気象庁

管区気象台

地方気象台 聴覚障害者協会等

文書指示

聴覚障害者災害救援
中央本部地域本部

聴覚障害者災害救援本部委員
気象庁見学、意見交換

聴覚障害特別支援学校
立川、葛飾ろう学校
出前講座、意見交換

文部科学省
特別支援教育課

意見交換
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市町村等と地方気象台とのＨＰ相互リンク

地震・津波防災ＤＶＤ等リンク

リンク済み自治体数
20都道府県、327市町村
（平成26年10月時点）

リンク済み自治体7

その時、あなたはどうする！ 緊急地震速報のしくみと心得



その他の広報活動
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